
令和５年度聴覚障害児支援中核機能事業 事業報告 

 福 井 県 

 

１． 地域の現状と課題 

現状では乳幼児期の難聴児やその保護者の支援は、主に県内唯一のろう学校で実施してい

る。当県は聴覚障害児数が他県に比べ少ないことを考慮し、派遣型を採用した。巡回相談による

地域の児童発達支援事業所のスキルアップを図ることで、県全体で難聴児やその家族が適切な

支援を受けることができるような体制をとっている。 

 

２． 福井県におけるこれまでの聴覚障害児支援に係る活動・取組 

新生児聴覚検査に係る協議会の開催。新生児聴覚検査実施状況や新生児聴覚検査の精度

管理等について検討。 

 

３． 本事業における取組 

（１）関係者会議について 

ア 会議の構成員（所属（役職）） 

福井大学医学部附属病院（日本耳鼻咽喉科福井県地方部会）、社会福祉法人光道園こ

ども支援センターえがお（委託先）、児童発達支援センター等、ろう学校、県こども療育センタ

ー、県障がい福祉課。 

 

イ 開催回数、開催日、議題及び出席状況 

       （第１回）令和 5年５月２６日 

        ・本事業の説明、利用について 

       （第２回）令和５年１１月２１日 

        ・難聴児支援に関するアンケートについて 

 

（２）関係機関との連携 

ア 現状 

福井大学医学部附属病院、こども支援センター、ろう学校、社会福祉法人光道園（委託

先）、児童発達支援センター等と連携した。 

 

イ 実施内容 

年２回会議を開催した。 

 

 

 



ウ 結果 

・日本耳鼻咽喉科学会のパンフレットや日本ろうあ連盟のパンフレットについて、それぞれ

誰がどのタイミングで保護者に案内するか、あるいは情報共有の資料として活用するかを確

認した。 

・保護者のニーズ等を把握するため、関係機関合同でろう学校利用保護者を対象にアン

ケート実施に至った(アンケート内容は下記のとおり)。アンケート結果に基づき、今後の支援

方法について検討した。 

① 新生児聴覚検査でリファーとなった後の心配・不安。 

② リファー後にあったら良いと思った支援・サービス等。 

③ 乳幼児期にどのような支援があったら良かったか。 

④ 高校卒業後に求める支援等について。 

⑤ 現在、福祉サービスを利用しているかどうか。 

 

（３）家族支援の実施 

ア 現状 

技術指導等を行う職員の巡回相談により、児童発達支援事業所のスキルアップを図り、地

域の家族支援を充実させた。 

 

イ 実施内容及び手法 

上記（ア）のとおり。 

 

ウ 結果（対象者、実施回数及び支援内容等） 

ろう学校が取り組んでいる保護者支援の一部を参考に、訪問事業所の「難聴児支援技術

獲得等カリキュラム」の一部に保護者支援のコマを設け、事業所でも難聴児の保護者支援

に取り組んでもらえるよう作成した。 

 

（４）巡回支援の実施 

ア 現状 

・地域の支援機関等への助言・指導を実施した。 

   ・地域の児童発達支援事業所における療育の質の向上を行った。 

 

イ 実施内容及び手法 

   事業所等の要請に応じ、技術指導等を行う職員を派遣した。 

 

ウ 結果（対象者、実施回数及び支援内容等） 

 ・申し込み事業所数７件。その他の相談研修３件（相談支援専門員や保健師からの相談）。 



・申し込みのあった事業所には、難聴児療育支援体制計画を作成し、どのような流れで難

聴児支援の知識やスキルを養っていくのかを記載。評価については最終訪問時に振り返

りの時間を設け、終結するか継続するかを話し合った。 

・集団療育の参加・観察、事業所スタッフへの関わりの方の助言、一般的な手話表現の伝

達等を実施。 

・講義は「家族支援について」「難聴児の乳幼児期のポイント」「聞こえの仕組みと障がい

の原因」「人工内耳について」等のテーマで実施。 

 

（５）聴覚障害児の支援方法に係る研修の実施 

ア 現状 

   集合による研修会を実施した。 

 

イ 研修内容及び手法（講義、グループワーク、ケースカンファレンス等） 

ろう学校教諭による講義とろう学校見学会を開催。 

 

ウ 結果（対象者（所属、職種等））、研修回数及び研修内容等） 

年 1 回開催し、5 事業所(8 名)参加。講義テーマは「聴覚障がい（難聴）と難聴児支援 

～０～２歳時支援で大事にしていること～」とした。 

 

４． 考察（本事業の実施前後における改善内容） 

各関係機関での取り組み内容について情報共有し、他機関で連携し課題を検討する体制が

作れた。その中で、以下の課題が挙げられた。 

・福井県の聞こえに関する手引書（福祉サービスに繋がるまでの流れ、補聴器申請、難聴診断

後の相談の流れ、人工内耳に関するコミュニケーション、手話に関するコミュニケーション等）

といった福井県全体の相談窓口が記載されたものの必要性について。 

・本事業を知らなかったという相談支援専門員からの声があったため、来年度は HP にちらし

の掲載や各圏域の自立支援協議会への参加等、本事業の周知強化について。 

・保護者へのフォロー体制強化のため、保健師との連携や乳幼児教室に参加している保護者

へ福祉サービスで療育を受けたい意向があるかといったアンケート等の実施の必要性につ

いて。 


